
とちぎの元気な森づくり県民税事業(第２期)
中間見直しに向けたこれまでの事業実績と

想定される課題等について

令和４(2022)年６月23日
栃木県環境森林部環境森林政策課

資料３



１ 県民税の検討経過

２ 県民税と森林環境譲与税との使途整理

３ 県民税の施策体系

４ これまでの実績と評価

５ 社会情勢の変化や最近の動向

６ 想定される課題等

７ 県民等への意向調査

８ 検討の方向性

○ 本日の説明項目
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○ 第２期県民税条例施行後５年を経過することから、条例附則第３項に基づき、

中間見直しを実施

○ 年度内を目途に、県民税事業の実施状況に加え、森林環境譲与税事業の実施状況

等を含めて検証を行い、令和５年度からの後期県民税事業のあり方を検討



第２期

H30

R09

第１期

H20

H29

H18～19 税導入時
○ 荒廃森林の増大（15年以上未整備の森林等）

H24 税事業中間見直し
○ 国庫補助廃止に伴う目標値の修正（森林整備面積の減）
○ 獣害対策実施期間の延長

H28～29 第２期継続の検討
○ 伐採更新期を迎えた森林の若返り
○ 森林の災害防止機能等、公益的機能への期待の高まり

H30～R元 森林環境譲与税導入に伴う見直し
○ 森林環境譲与税の導入 ⇒使途整理

R４ 中間見直し
○ 条例施行後５年を経過することから､県民税事業の中間見直しを実施

奥山林整備事業（間伐）
⇓

未来の森整備事業（再造林）

１ 県民税の検討経過
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R２ 使途整理後の事業開始

両税事業の2年間の実績により評価・検証を行う

第2期開始から2年目に
大きな見直しを実施



２ 県民税と森林環境譲与税との使途整理（Ｒ2年度事業～）

県事業 市町事業

○ ー ー

○ ー ー

○ ー ー

非経営林 ー ー ○

市町主体 ー ー ★

NPO団体等主体 ○ ー ー

ー ★ ★

ー ★ ★

ー ★ ★

○ ー ー

ー ○ ー

森林環境譲与税事業

里山林整備
(雑草木の刈り払い等の支援)

皆伐・再造林の促進
(皆伐後の植栽、下刈、作業道整備の支援)

獣害対策
(シカ等による食害・剥皮害対策)

地籍調査
(境界・所有者の明確化)

間伐等の森林整備
(管理されていない森林を公的に管理)

経営林

森林整備
促進策

市町への森林整備支援

取組内容 県民税事業

人材の確保・育成

木材利用の促進
(県：県公共施設・民間施設、市：市町公共施設)

森づくりに関する普及啓発等

県民税のPR等

森林整備

★：県民税から移行した事業 4
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○ 再造林・樹種転換促進事業費 予算 559,745千円

・皆伐後の針葉樹再造林【循環】、広葉樹樹種転換【持続】

造林事業費 予算 236,939千円 ・地拵え、植栽 ・下刈り
路網整備事業費 予算 32,100千円 ・森林作業道整備
獣害対策促進事業費 予算 290,706千円 ・忌避剤散布・侵入防止柵・獣害防止チューブ

・獣害防止ネット巻（針葉樹のみ）

１とちぎの元気な森づくり未来の森整備事業費 予算 608,372千円 ［林業木材産業課］

○ 森林組合等地籍整備事業費（地籍調査補助、地籍調査単独）
・森林組合等が事業主体となり実施する地籍調査

３とちぎの元気な森づくり森林所有対策事業費 予算 112,973千円 ［森林整備課］

○ とちぎの元気な森づくり県民普及啓発事業費
・新聞広告等を活用した県民税事業の普及啓発
・県民税事業評価委員会開催

○ とちぎの元気な森づくり県民会議事業費
・県民会議総会、企画員会議開催
・情報誌発行 ・｢森づくりの日｣普及啓発

４とちぎの元気な森づくり県民会議等事業費 予算 5,560千円 ［環境森林政策課］

○ 森づくりサポート事業費
・森林ボランティア育成・確保 ・企業と森づくり団体のマッチング等

とちぎの元気な森づくり基金積立金 予算 880,050千円

○ 森づくり団体等が行う里山林の整備・管理【持続】
・地域で育み未来につなぐ里山林整備 ・通学路等の安全・安心のための里山林整備
・野生獣被害軽減のための里山林整備 ・森林・山村多面的機能発揮対策

２とちぎの元気な森づくり里山林整備事業費 予算 203,940千円 ［森林整備課］

５とちぎの元気な森づくり地域活動支援事業費 予算 11,194千円 ［環境森林政策課］

○ 次世代林業技術検証事業費 予算 37,009千円 ○ 事業推進費 予算 11,618千円

全体事業費予算額 942,039千円

３ 県民税の施策体系 ※予算額：令和４年度当初時点
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４ これまでの実績と評価（第２期とちぎの元気な森づくり県民税）

１ 未来の森整備事業
H30～R3までの計画1,640haに対し、実績1,443haで実行率約88％

２ 里山林整備事業
H30～R3までの計画17,155haに対し、実績9,945haで実行率約58％

内訳）整備事業：計画1,728ha に対し、実績3,160haで実行率約183%
管理事業：計画15,427haに対し、実績6,784haで実行率約44%

３ 森林所有対策事業
H30～R3までの計画2,304haに対し、実績2,304haで実行率100％

H30～R2評価報告書：施行地の集約化・生産性の向上に向けた取組が重要

H30～R2評価報告書：後継者不足と地域の実情に応じた対応が課題

H30～R2評価報告書：境界等が不明な森林が増加、解消が急務



342ha　 374ha　 386ha　 341ha　 1,443ha　
／365ha ／395ha ／425ha ／455ha ／1,640ha

93.7% 94.7% 90.7% 74.9% 88.0%

342ha 374ha 386ha 341ha 1,443ha
／365ha ／395ha ／425ha ／455ha ／1,640ha

93.7% 94.7% 90.7% 74.9% 88.0%

2,428ha　 2,524ha　 2,532ha　 2,460ha　 9,945ha　
／4,585ha ／4,382ha ／4,179ha ／4,009ha ／17,155ha

53.0% 57.6% 60.6% 61.4% 58.0%

574ha 772ha 856ha 958ha 3,160ha
／350ha ／401ha ／458ha ／519ha ／1,728ha

164.0% 192.5% 186.9% 184.6% 182.9%

1,854ha 1,752ha 1,676ha 1,502ha 6,784ha
／4,235ha ／3,981ha ／3,721ha ／3,490ha ／15,427ha

43.8% 44.0% 45.0% 43.0% 44.0%

278ha 819ha 1,208ha 2,304ha
／278ha ／819ha ／1,208ha ／2,304ha

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

278ha 818ha 808ha 1,904ha
／278ha ／818ha ／808ha ／1,904ha

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

1計画 1計画 400ha 400ha
／1計画 ／1計画 ／400ha ／400ha

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

１とちぎの元気な森づくり
　未来の森整備事業

事業区分 累計

(2)里山林管理事業

(1)里山林整備事業

２とちぎの元気な森づくり
　里山林整備事業

(2)森林組合等地籍整備事業
 （地籍調査単独）

(1)再造林・樹種転換促進事業

(1)森林組合等地籍整備事業

 （地籍調査補助）

３とちぎの元気な森づくり
　森林所有対策事業

R元年度H30年度 R02年度 R03年度
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４ これまでの実績と評価（第２期とちぎの元気な森づくり県民税）

実績
/計画



（千円）

森林クラウド整備 森林クラウド供用 16 市町

研修開催 9 回

18,119

121,404

176,705計

【県における取組：R元～3】

市町職員研修

金額

主な
取組

人材の確保・育成

木材利用の促進・森づくりに関する普及啓発等

項目 主な取組

市町への森林整備支援

37,182

民間・県有施設の木造・木質化等

研修会参加支援・就業者支援等

8

４ これまでの実績と評価（森林環境譲与税）

譲与額累計： 256,224千円 … 執行率 約69％



（千円）

21 市町

意向調査、意向調査の準備等 意向調査 4,722 ha

森林整備 218 ha

里山林整備 24 ha

研修会・就業者支援等 9 市町 33,110

20 市町

公共建築物等の木造・木質化 9 市町

森林・林業・木材普及活動等

602,853計

主な
取組 間伐等の森林整備

人材の確保・育成

165,246主な
取組 木工教室・木育活動等

木材利用の促進・森づくりに関する普及啓発等

404,496

【市町村における取組：R元～3】

項目 主な取組 金額

森林整備

9

４ これまでの実績と評価（森林環境譲与税）

※R3は見込値で算定

譲与額： 1,345,160千円 … 執行率 約45％

H30～R2
評価報告書

：本県の森林・林業における課題に対応した取組内容となっている
市町における森林経営管理制度の円滑な運用と森林環境譲与税の効果
的な活用に向け、今後も県の積極的な支援が重要

9



５ 社会情勢の変化や最近の動向
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✓カーボンニュートラル
⇒「とちぎカーボンニュートラル実現に向けたロードマップ」策定（R4.3）

✓ウッドショック
⇒ 新型コロナウイルス感染拡大に端を発する木材製品価格の高騰（R3～）

✓獣害の拡大
⇒ 被害額の増加（R3）

✓森林環境譲与税の活用状況
⇒ 全国で森林環境譲与税の５割超が未支出の報道（R3）

✓林業における新技術の登場
⇒ ｴﾘｰﾄﾂﾘｰ、早生樹、ｽﾏｰﾄ林業等、生産性向上に資する新技術に注目
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５ 社会情勢の変化や最近の動向：カーボンニュートラル

2050年とちぎカーボンニュートラル実現に向けたロードマップ（2022.3.29）より

○ 令和３年度末に「とちぎカーボンニュートラル実現に向けたロードマップ」を策定
○ 人工林の高齢化が進むなか、森林吸収量は減少傾向

⇒CNの実現に向けて森林吸収量の減少幅を緩和するためにも、森林の若返りを促進することが重要



R3.4.28(水)朝日新聞 R3.6.25(金)下野新聞 1面

R3.6.25(金)下野新聞 5面

○ 世界動向：コロナ禍を発端に、世界の木材動向が急変（米・中の景気拡大 (両国への木材集中)に
より世界規模で木材不足(製品・丸太)・木材価格が高騰化(通常の1.5倍)、長期化懸念）

○ 国内動向：外材(輸入材)確保が困難となり、木材不足(製品・丸太)が発生

⇒ 木材不足解消・外材から転換される需要の高まりに応える増産・安定供給

５ 社会情勢の変化や最近の動向：ウッドショック

12



※シカメッシュ：令和元(2019)年度調査結果

○ シカ生息域が県西・県南地域から県東地域へと拡大傾向
○ R3は日光市栗山や那須塩原市の再造林地の獣害対策箇所で、局所的に大きな被害が発生

⇒ 被害対策が急務
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【被害状況】

○ 毎年、県西･県南地域を中心に林業被害がある

○ 昨年度は、日光市栗山や那須塩原市宇津野の再造林現場の
一部で大きな被害が発生

R2 R3 対前年度 R2 R3 対前年度

鹿沼市 8.8 10.8 2.0 15,708 10,999 -4,709

日光市 8.3 11.8 3.5 12,748 25,706 12,958

那須塩原市 1.1 7.0 5.9 1,408 8,126 6,718

足利市 1.2 1.3 0.2 4,357 4,819 462

栃木市 0.2 0.5 0.3 613 1,771 1,158

佐野市 8.3 8.1 -0.2 28,106 29,988 1,882

塩谷町 0.0 0.3 0.3 0 378 378

県全体 27.75 39.74 143% 62,940 81,788 130%

市町村名
実損面積　(ha) 被害金額　(千円)

５ 社会情勢の変化や最近の動向：獣害の拡大
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2022.1.31 下野新聞 2022.5.22 読売新聞

○ 全国の森林環境譲与税配分額の５割が活用されていない現状について新聞報道
○ 県内市町は、譲与税の主たる使途である森林経営管理制度の準備段階

⇒ 市町の活用促進に向けた支援

５ 社会情勢の変化や最近の動向：森林環境譲与税の活用状況
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○ 全国でエリートツリーや早生樹、スマート林業など林業における新技術に注目
○ 県では、県民税の次世代林業技術検証事業にて早生樹等の検証、内閣府に選定された「とちぎの

林業イノベーション by Society5.0」にてスマート林業の検証事業を実施

⇒ 実装に向けた検証の継続

５ 社会情勢の変化や最近の動向：林業における新技術の登場

製材工場等

木造建築等

新素材工場など
（新たな需要）

未来技術が実装されたスマート林業の姿（理想像）

ＡＩによ
る森林資
源をフル
活用した
需供バラ
ンスの実
現

需給マッチング

自動走行ﾌｫﾜｰﾀﾞ

施業計画
クラウドで共有された高精度の
森林資源情報を基に、需給情報
も連動した施業計画を効率的に
策定

自動伐倒作業車

施業計画

作業道
設計

自動下刈り作業車

ＶＲ・ＡＲ
等による遠
隔操作（事
務所・自宅
…）
ﾄﾞﾛｰﾝ・ｱｼｽﾄ
ｽｰﾂ等による
労働負担の
軽減

現場作業（伐採～植林～下刈） 若者・こどもたちの憧れの職業に！

林業って、
カッコイイ
なぁ・・・

自動集材機

ｱｼｽﾄｽｰﾂ

苗木運搬
ﾄﾞﾛｰﾝ

未来技術を実装した
”スマート林業”は…

未来技術が実装されたスマート林業の姿（理想像）

エリートツリー
早生樹 など



６ 想定される課題等
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譲与税とのすみ分け時のあり方
検討会からの意見等（R元当時）

両税の取組・評価と社会情勢の変化等

・森林吸収源･
木材の安定
供給のため、
森林の若返り
の重要性増加

・獣害の拡大は
森林の若返り
阻害する恐れ

⇒獣害への
対応

・里山林管理
事業は実行
率が低調

⇒市町の実情・
実態の把握

・譲与税の活用
状況に注目
集まる

・本県も基金
への積立多

⇒譲与税の
活用促進

✓ 山地災害等の発生リスク増が懸念
⇒ 高齢化した森林の若返りを進めることで、

災害に強い森づくりを進める必要

森林の若返り

✓ 森林所有者や境界不明の森林が増加する
ことで、森林整備や災害復旧等に支障が
生じる恐れ

⇒森林所有者や境界を明確化する取組を
強化する必要

森林所有対策

✓ 県北東部へのシカの生育域拡大に伴い、
森林の公益的機能への影響が危惧

⇒ 野生獣被害防止対策の拡充等が必要

野生獣被害防止対策

想定される
課題

第２期県民税事業森
林
資
源
の

循
環
利
用

持
続
可
能
な

森
林
管
理

森
林
所
有

対
策

県
民
理
解

の
促
進

１ 未来の森整備事業
・再造林・樹種転換促進事業

（造林・路網・獣害）
・次世代林業技術検証事業

２ 里山林整備事業
・里山林整備事業
・里山林管理事業

３ 森林所有対策事業

４ 県民会議等事業
５ 地域活動支援事業

森林環境譲与税

【県】
○ 市町支援

（市町職員研修・森林ｸﾗｳﾄﾞ）
○ 森林整備促進

（木造･木質化・林大整備）

【市町】
○ 森林整備（間伐等）
○ 森林整備促進（人材育成・

木材利用促進・普及啓発）

管
理
放
棄
さ
れ
た

森
林
の
整
備
等

市
町
の支

援
等✓ 森林の若返りや森林経営管理制度導入に

伴う森林整備量が増加
⇒ 譲与税の活用も含めて、林業労働者の

確保・育成等への取組が必要

✓ 住民に身近な里山林の維持管理において
も、地域のニーズ等を踏まえて対策を
検討すべき

その他

✓カーボン
ニュート
ラル

✓ウッド
ショック

✓獣害の
拡大

✓森林環境
譲与税の
活用状況

✓林業にお
ける新技
術の登場

社会情勢
の変化等

１ 未来の森
整備事業

集約化･生産性
向上に向けた
取組が重要

（実行率：88%）

２ 里山林
整備事業

地域の実情に
応じた対応が
課題
実行率：58%

整備：183%
管理：44%

３ 森林所有
対策事業

境界等が不明
な森林が増加、
解消が急務

（実行率：100%）

○ 森林環境
譲与税事業

譲与税活用に
向け、今後も
県支援が重要
執行率

県：69%
市町：45%

評価
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７ 県民等への意向調査

17

県民 市町 林業関係団体等

方法
(1)県政世論調査

(2)とちぎネットアンケート

調査票を配布後、
聞き取り調査 調査票を郵送

対象者

(1)県内在住満18歳以上の男女
（R3回答者数1288名）

(2)県政モニター
（R3平均回答者数約395名）

県内25市町

計30団体
・林業、木材産業団体
・経済界
・消費者団体
・森林ボランティア団体

実施
時期

(1)５月中旬（集計中）

(2)８月上旬（期間：2週間）

７月上旬
（期間：１ヶ月）

７月上旬
（期間：１ヶ月）

調査
事項

(1)重要と考える森林の働き、
税事業での取組

(2)重要と考える税事業の取組、
税事業の課題､強化すべき事業

・税事業の課題
・強化すべき事業
・新たに取り組むべき

事業

・税事業の課題
・強化すべき事業
・新たに取り組むべき

事業



○ 県民税事業
【未来の森整備事業】

現在までの事業進捗は概ね順調だが、獣害など直面する課題
への対応を検討

【里山林管理事業】
市町の実情を把握し、譲与税との関係も考慮した上で、里山林
管理への対応を検討

○ 譲与税事業
県民税との事業すみ分けを行ってから、まだ２年あまりであるが、
基金積立が多い現状を踏まえ、今後の譲与税活用促進を検討

８ 検討の方向性
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